
 
平成 29年７月 24日 

各      位 

会 社 名  株式会社ウッドフレンズ 

代表者名  代表取締役   前田 和彦 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード 8886） 

問合せ先 取締役経理部長 伊藤 嘉浩  

（電話 052-249-3504） 

 

監査等委員会設置会社への移行および定款の一部変更ならびに役員人事に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成 29 年８月 29 日開催予定の当社第 35 回定時株主総会の承認を

条件として、現在の「監査役会設置会社」から「監査等委員会設置会社」へ移行すること、および当該移行等

に伴う「定款一部変更の件」を同定時株主総会に付議することを決議いたしました。これに伴い、「監査等委

員会設置会社」に移行後の役員人事に関し、取締役および監査等委員である取締役の候補者についても決定い

たしましたので、併せて下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．監査等委員会設置会社への移行 

 

（１）移行の目的・理由 

 企業の持続的成長と価値向上を目指し発展拡大させるためには、経営の仕組みを強化する必要が

あります。これまでの取締役会、取締役および執行役員制度を見直し、経営の意思決定を適正化・

迅速化するとともに、取締役会の監督機能、執行部による業務執行機能の役割の明確化と強化を図

るため、現在の当社に相応しい監督・執行体制を検討した結果、「監査等委員会設置会社」に移行

することが最善と判断いたしました。 

 

（２）移行の時期 

 平成 29 年８月 29 日開催予定の第 35 回定時株主総会において、必要な定款変更について承認を

いただき、監査等委員会設置会社に移行する予定です。 

 

 

２．定款の一部変更について 

（１）変更の目的 

① 監査等委員会設置会社への移行に伴う監査等委員会および監査等委員に関する規定の新設なら

びに監査役および監査役会に関する規定の削除等、所要の変更を行うものであります。 

② 今後の業務範囲の拡大および事業内容の多様化に対応するため、事業目的の追加を行うもので

あります。 

③ 上記の他、条文の新設・削除に伴う条数の変更を行うものであります。 

 

 



（２）変更の内容 

別紙のとおりであります。 

 

（３）日程 

定款変更のための定時株主総会開催日（予定） 平成 29年８月 29日（火） 

定款変更の効力発生日（予定）   平成 29年８月 29日（火） 

 

 

３．役員人事 

（１）取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者 

   （平成 29年 8月 29日開催予定の第 35回定時株主総会に付議） 

氏名 新役職名 現役職名 

前田 和彦 代表取締役 同左 

伊藤 嘉浩 取締役 同左 

川口 一幸 取締役 同左 

（注）川口一幸氏は会社法第２条 15号に規定する社外取締役の候補者であります。 

 

（２）監査等委員である取締役候補者 

   （平成 29年 8月 29日開催予定の第 35回定時株主総会に付議） 

氏名 新役職名 現役職名 

松浦 和雄 取締役 監査等委員 監査役 

阪野 實 取締役 監査等委員 監査役 

大場 康史 取締役 監査等委員 監査役 

（注）阪野實氏および大場康史氏は会社法第２条 15号に規定する社外取締役の候補者であります。 

 

（３）退任予定取締役 

   （平成 29年 8月 29日開催予定の第 35回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任予定） 

氏名 現役職名 

笹原 利明 取締役 

加藤 猛雄 取締役 

吉田 祥子 取締役 

 

 

 

 

  



 

ご参考：執行役員体制 

氏名 役職 

前田 和彦 代表執行役員 CEO 

笹原 利明 上席執行役員 COO 住宅事業本部長 

加藤 猛雄 上席執行役員 COO 建設資材事業本部長 

吉田 祥子 執行役員 CTO 研究開発部長 

林  知秀 執行役員 マーケティング部長 兼 需要開発部長 

大竹 康明 執行役員 不動産開発部長 

坂野 徹也 執行役員 エンジニアリング統括部長 

なお、取締役候補者 伊藤 嘉浩には、平成 29 年 8 月 29 日開催予定の第 35 回定時株主総会終

結後に開催する取締役会において、使用人職務として「経理部長 兼 人事総務部長 兼 子会社管理

室長」を委嘱する予定であります。 

 

 

以 上 

 

 

  



 別 紙  

 

定款の変更の内容は、次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します。） 

 現 行 定 款         変 更 案  

第１章 総則 

 [目的] 

第２条  当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 

1.～11.  （条文省略） 

（新設） 

（新設） 

  

 

（新設） 

（新設） 

 

 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

 

12.上記各号に付帯する一切の事業 

 

[機関] 

第４条  当会社は、株主総会および取締役のほ

か、次の機関を置く。 

（1）取締役会 

（2）監査役 

（3）監査役会 

（4）会計監査人 

 

第２章 株式 

第６条～第 11条 （条文省略） 

 

第３章 株主総会 

第 12条～第 18条 （条文省略） 

第１章 総則 

 [目的] 

第２条  当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 

1.～11.   （現行どおり） 

12.国内外における観光地の開発に関する事業 

13.国内外におけるホテル、旅館、その他の観光

施設の企画、設計、施工、運営および経営指

導 

14.旅行業法に基づく旅行業 

15.インターネットを利用した各種情報提供サ

ービス、ならびに宿泊施設、観光施設等の予

約の代理、媒介又は取次業務 

16.日本酒その他酒類の製造、販売 

17.清涼飲料その他の飲料の製造、販売 

18.健康、スポーツおよび余暇に関するサービス

の企画、運営 

19.上記各号に付帯する一切の事業 

 

[機関] 

第４条  当会社は、株主総会および取締役のほ

か、次の機関を置く。 

（1）取締役会 

（2）監査等委員会 

（削除） 

（3）会計監査人 

 

第２章 株式 

第６条～第 11条 （現行どおり） 

 

第３章 株主総会 

第 12条～第 18条 （現行どおり） 



第４章 取締役および取締役会 

[員数] 

第 19条  当会社の取締役は、7名以内とする。 

    

（新設） 

 

 

[選任方法] 

第 20条  取締役は、株主総会において選任す

る。 

 

   ２． 取締役の選任決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権

の過半数をもって行う。 

   ３． 取締役の選任決議については、累積投

票によらない。 

 

［任期］ 

第 21条  取締役の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとす

る。 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

第 22条～第 23条 （条文省略） 

 

［取締役会の招集通知］ 

第 24条  取締役会の招集通知は、会日の３日前

までに各取締役および各監査役に対し

て発する。ただし、緊急の必要があると

きは、この期間を短縮することができ

第４章 取締役および取締役会 

[員数] 

第 19条  当会社の取締役（監査等委員である取

締役を除く。）は、7名以内とする。 

   ２．当会社の監査等委員である取締役は、 

4名以内とする。 

 

[選任方法] 

第 20条  取締役は、監査等委員である取締役と

それ以外の取締役とを区分して、株主総

会において選任する。 

   ２．（現行どおり） 

  

 

 

３．（現行どおり） 

 

 

［任期］ 

第 21条  取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の任期は、選任後１年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとする。 

   ２．  監査等委員である取締役の任期は、選

任後２年以内に終了する事業年度のう

ち最終の者に関する定時株主総会の終

結の時までとする。 

３． 任期満了前に退任した監査等委員であ

る取締役の補欠として選任された監査

等委員である取締役の任期は、退任した

監査等委員である取締役の任期の満了

する時までとする。 

 

第 22条～第 23条   （現行どおり） 

 

［取締役会の招集通知］ 

第 24条  取締役会の招集通知は、会日の３日前

までに各取締役に対して発する。ただ

し、緊急の必要があるときは、この期間

を短縮することができる。 



る。 

２． 取締役および監査役の全員の同意が

あるときは、招集の手続きを経ないで取

締役会を開催することができる。 

 

［取締役会の決議の方法］ 

第 25条 （条文省略） 

 

［議事録］ 

第 26条  取締役会における議事の経過の要領

およびその結果ならびにその他法令に

定める事項については、これを議事録に

記載または記録し、出席した取締役およ

び監査役がこれに記名押印または電子

署名する。 

   ２． （条文省略） 

 

［相談役］ 

第 27条  （条文省略） 

 

［報酬等］ 

第 28条  取締役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上

の利益は、株主総会の決議によって定め

る。 

 

 

第 29条～第 30条 （条文省略） 

 

第５章 監査役および監査役会 

［員数］ 

第 31 条  当会社の監査役は、４名以内とする。 

 

［選任方法］ 

第 32 条  監査役は、株主総会において選任す

る。 

   ２．  監査役の選任決議は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の過半数をもって行う。 

 

   ２． 取締役の全員の同意があるときは、招

集の手続きを経ないで取締役会を開催

することができる。 

 

［取締役会の決議の方法］ 

第 25条   （現行どおり） 

 

［議事録］ 

第 26条  取締役会における議事の経過の要領お

よびその結果ならびにその他法令に定め

る事項については、これを議事録に記載

または記録し、出席した取締役がこれに 

記名押印または電子署名する。 

 

   ２．  （現行どおり） 

 

［相談役］ 

第 27条   （現行どおり） 

 

［報酬等］ 

第 28条  取締役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上

の利益は、監査等委員である取締役とそ

れ以外の取締役とを区別して、株主総会

の決議によって定める。 

 

第 29条～第 30条（現行どおり） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 



［任期］ 

第 33 条  監査役の任期は、選任後４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとす

る。 

   ２.  任期の満了前に退任した監査役の補欠

として選任された監査役の任期は、退任

した監査役の任期の満了する時までと

する。 

 

[常勤の監査役] 

第 34 条  監査役会は、その決議によって常勤の

監査役を選定する。 

 

[監査役会の招集通知] 

第 35 条  監査役会の招集通知は、会日の３日前

までに各監査役に対して発する。ただ

し、緊急の必要があるときは、この期間

を短縮することができる。 

    ２．監査役全員の同意があるときは、招集

の手続を経ないで監査役会を開催する

ことができる。 

 

[監査役会の決議の方法] 

第 36 条  監査役会の決議は、法令に別段の定め

がある場合を除き、監査役の過半数をも

って行う。 

[議事録] 

第 37 条  監査役会における議事の経過の要領

およびその結果ならびにその他法令に

定める事項    については、これを議事

録に記載または記録し、出席した監査役

がこれに記名押印または電子署名する。 

 

［報酬等］ 

第 38 条  監査役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上

の利益は、株主総会の決議によって定め

る。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 



［監査役の責任免除］ 

第 39 条  当会社は、会社法第４２６条第１項の

規定により、同法第４２３条第１項の監

査役（監査役であった者を含む｡）の損

害賠償責任を、取締役会の決議によっ

て、法令が定める額を限度として、免除

することができる｡ 

 

［監査役についての責任限定契約］ 

第 40 条  当会社は、会社法第４２７条第１項の

規定により、監査役との間で、同法第４

２３条第１項の行為に関する責任につ

き、法令に定める最低責任限度額を限度

とする契約を締結することができる｡ 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

第 41条～第 46条 （条文省略） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

第５章 監査等委員会 

[監査等委員会の招集通知] 

第 31条  監査等委員会の招集通知は、会日の３

日前までに各監査等委員に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるときは、

この期間を短縮することができる。 

     ２．監査等委員全員の同意があるときは、

招集の手続きを経ないで監査等委員会

を開催することができる。 

 

[監査等委員会の決議の方法] 

第 32条  監査等委員会の決議は、議決に加わる 

ことができる監査等委員の過半数をも

って行う。 

 

[議事録] 

第33条  監査等委員会における議事の経過の要

領およびその結果ならびにその他法令

に定める事項については、これを議事録

に記載または記録し、出席した監査等委

員がこれに記名押印または電子署名す

る。 

 

第 34条～第 39条 （現行どおり） 



（新設） 

（新設） 

 

 

 

附則 

[監査役の責任免除に関する経過措置] 

当会社は、第 35回定時株主総会終結前の

行為に関する会社法第 423 条第１項所定の

監査役（監査役であったものを含む。）の損

害賠償責任を、法令の限度において、取締

役会の決議によって免除することができ

る。 

 


